
はじめに

１９７０年代，西欧先進諸国は戦後経済成長モデ

ルの危機と大量失業を経験した。さらに既存の

社会的保護システムは，この問題に十分に対処

することができず，したがって，この危機以降

人びとはいったん失業すると社会のメインスト

リームに戻ることが困難になるという状況が生

まれてきた。とくに，長期失業者，若年失業

者，シングルマザー，移民などの社会的に弱い

立場にいる人たちのダメージはより深刻であ

り，彼ら／彼女らが社会から取り残される傾向

が著しく強くなってきた。１９９０年代に入ると

EUやOECDはこのような現象を「社会的排除」

と捉え，排除に対抗する対概念として「社会的

包摂」を掲げるようになり，近年では各国が積

極的労働市場政策を社会的包摂政策の中核とし

て推進するようになってきた。

積極的労働市場政策とは，たんに失業者に職

業斡旋サービスを提供するだけでなく，職業訓

練や教育を福祉と連携させ，人びとの自立と就

労の促進を図る社会政策である。とりわけデン

マークは，「アクティベーションactivation」と
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１９９０年代に入り，EUは社会的排除との闘いとして，労働市場への包摂による対応策を重視してき
た。デンマークは１９９０年代から「アクティベーション」とよばれる積極的労働市場政策を導入し，失
業率を大幅に下げることに成功したことで，デンマーク・モデルとして注目されるようになってき
た。しかしながら，アクティベーションは長期失業者や公的扶助受給者などに対してあまり効果的で
はないと指摘する研究も存在する。本論の目的は，デンマークのアクティベーション政策の現状と課
題を提示することで，今後のアクティベーション研究に貢献することにある。本論では第１に，近年
における欧州の社会政策の中心として積極的労働市場政策が位置づけられていることを，社会的排除
と福祉国家の再編と関連づけて確認する。第２に，デンマークのアクティベーションの歴史と制度を
簡潔に説明する。最後に，デンマークのアクティベーション政策の先行研究を整理し，アクティベー
ションの実行過程を明らかにすることの重要性，さらにデンマークが労働による社会的包摂に拘る理
由を明らかにすることを今後の検討課題として指摘する。
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呼ばれる積極的労働市場政策を導入し，オラ

ンダやアイルランドと並び１９９０年代に失業率

を劇的に減少させることに成功した福祉国家

として注目されてきた。デンマークの積極的

労働市場政策の成功例は，しばしば「デンマ

ーク・モデル」として称賛され，フレキシビ

リティ（flexibility）とセキュリティ（security）

を併せ持った「フレキシキュリティ・モデル

flexicuritymodel」という造語で表現され，

EU・OECD・ILOにおいて広く認知され，国際

的に高く評価されている（労働政策研究・研修

機構，２００７）。しかし，アクティベーションの

導入から１０年以上が経過した近年，上述した長

期失業者や公的扶助受給者に対して，あまり効

果的でないことが明らかになってきた。つま

り，デンマークが順調に経済回復を達成した現

在も，長期失業者や公的扶助受給者たちは，相

変わらず社会から取り残されているのが現実で

ある。

本稿は，デンマークにおける積極的労働市場

政策の導入から現在までを整理し，その現状と

課題を提示することで，今後のアクティベーシ

ョン研究の展望に貢献することを目的とする。

Ⅰ 社会政策の変容－受動的な所得再分配政策

から積極的な労働市場政策へ－

１．社会的排除と積極的労働市場政策

１９９０年代以降，西欧福祉国家は社会政策の中

核を所得再分配政策から積極的労働市場政策へ

シフトさせてきた。本節では，デンマークのア

クティベーションに立ち入る前に，まずは欧州

全体における社会政策の動向を，社会的排除と

関連づけながら把握することで，社会政策にお

ける積極的労働市場政策の位置づけを確認する

ことにする。そのうえで，次節においてデンマ

ークのアクティベーションについて具体的に展

開していくことにする。

EUは積極的労働市場政策を社会的排除と闘

うための主要戦略に位置づけている。社会的排

除という概念は，１９７０年代から続く工業社会か

ら脱工業社会へ，またはフォーディズムからポ

スト・フォーディズムへなどといわれるような

経済構造の転換によってもたらされた，新しい

貧困問題または新しい不平等問題を表現する概

念として登場した。長期失業者の増加や，職歴

のない若者が労働市場に参入することが困難に

なったことで，若年失業者の周辺化が議論を呼

び，失業者たちの物質的豊かさの欠如に加え

て，労働市場へのアクセスの制限，家族との結

びつきの弱体化，社会参加の減少などのよう

に，排除された人たちの社会的な繋がりの脆弱

さや社会から承認されないという社会関係の分

断にも注目が集まるようになった。これまでの

貧困概念が所得の多寡を問題にしてきたのに対

し，社会的排除は所得を含めたより多次元的な

不平等を問題にし，且つ排除にいたる過程に注

目する概念として欧州で広く流通するようにな

った（バラ・ラペール，２００５）。

EUは１９９７年のアムステルダム条約のなか

で，加盟国と協調して社会的排除と闘うことを

明記し，２０００年のニース欧州理事会では，社会

的排除と闘うためのナショナル・アクションプ

ランを実施するよう加盟国に要請することに同

意した（同，２００５）。しかし，中村が分析してい

るように，アムステルダム条約の社会的排除と

の闘いは，「あくまで通常の労働市場からの

『排除』とそこへの『統合』に限定されている点

にも留意」（中村，２００５，２９７頁）しなければな

らない。また，EUは社会的排除を，流動的で
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フレキシブルな労働や新しい技術および資格が

要求される，経済のトレンドに関連した構造的

な現象であると指摘している。したがって，こ

のような「構造的な」問題を克服するために

は，伝統的に福祉国家が行ってきた受動的な所

得再分配政策の実施だけでは経済の変化に対応

することが不十分であり，個人の「雇用能力

employability」を拡大する積極的な就労支援が

必要であるという認識が登場してきた。この戦

略は，経済のグローバル化に対応しながら経済

競争力を強化するというEUの経済戦略にうま

く合致している（同，２００５，３１９-３２４頁）。社会

的排除の概念は，排除の多次元的な要因に着目

する点にひとつの特徴があり，それゆえに対概

念としての社会的包摂には，排除に対する包括

的な対策が当然のごとく導かれなければならな

い。にもかかわらず，EUで用いられる社会的

排除の概念は，労働市場からの排除により強く

コミットする傾向がある。したがって，社会へ

の包摂が専ら労働市場への包摂と同義的に扱わ

れる危険性を孕んでいる。

このような社会的包摂に対する労働志向の根

底には，雇用の欠如が所得などの経済的利益の

剥奪に加えて，社会における生産的役割の不承

認を意味し，やがては技能の喪失，コミュニテ

ィへの参加の制限，自尊心の喪失などの社会的

排除へ向かうという考えが存在する（福原，

２００７）。アンソニー・ギデンズも『第三の道』

のなかで，生活水準の向上や自尊心を満足させ

るうえで，労働が中心的な役割を果たすと述べ

ている（ギデンズ，１９９９）。

２．福祉国家の再編と積極的労働市場政策

一方で，新しい貧困が社会問題として登場す

るのと平行して，福祉国家はいくつかの理由に

よって，伝統的な所得再分配を中心とした社会

政策からの変化を迫られていた。１つ目は，財

政的な理由である。グローバル化する経済のな

かで，国家は財政政策や金融政策の拡大を制限

され，社会的支出が抑制されるという外部から

の圧力を受けてきた。他方では，国内において

増え続ける失業者数の問題に直面し，旧来の受

動的な所得再分配政策によって事後的に対応す

る福祉政策に対して，その効果が疑問視される

という内部からの圧力を受けてきた。内部から

の圧力は，従来型の社会保険システムや公的扶

助システムによって，失業者の保護を永続的に

継続することに対する正当性調達の困難に導い

た。

２つ目の理由は，経済構造の変化である。知

識依存型の経済へ移行するなかで，労働者に求

められる能力が高くなり，失業者が労働市場へ

参入する条件が益々厳しくなってきたことを考

慮するなら，受動的な所得再分配政策だけでは

経済の変化に対応できない。したがって，福祉

国家は失業者に対して再分配政策によって所得

を保障するだけでなく，労働力の供給サイドに

重点をおいた積極的な就労支援が必要だという

認識が生じてきた。労働力供給サイドへの早期

介入は，人的資本への投資によって個々人の雇

用能力を拡大することで長期失業のリスクを回

避し，やがては経済競争力の強化に発展するこ

とを含意していた。

この雇用能力の拡大を重視することは，欧州

雇用戦略のなかでも中心的な位置を占めてい

る。やがて欧州各国は，社会福祉システムの重

心を積極的労働市場政策へシフトしていくなか

で，職業斡旋サービスの改革や，無条件の福祉

受給権利を縮減し，福祉と労働の結びつきを強

化していくことになった。

デンマークにおけるアクティベーション政策の現状と課題（嶋内 健） 83



３．ワークフェアとアクティベーション

受動的な所得保障政策から積極的な労働市場

政策へ重心を移してきた西欧福祉国家である

が，福祉国家間にバリエーションが存在するよ

うに，各国の積極的労働市場政策にも違いがあ

る。しかし，現在，各国の積極的労働市場政策

を俯瞰してみるならば，２つのタイプの間で各

国の労働市場政策が分類されている。この２つ

のタイプは，論者によって呼び方が異なってい

る。いくつか例を挙げるならば，「ワークフェ

ア」に対して「アクティベーション」（宮本，

２００６），「ハードなワークフェア」に対して「ソ

フトなワークフェア」（埋橋，２００７），「労働力拘

束モデルlabour-forceattachmentmodel」と

「人的資本開発モデルhumancapitaldevelopment

model」（Peck,２００１）などがある。しかし，い

ずれの場合も，ほとんど同じような意味合いで

区別している。

前者は，失業保険や公的扶助の受給に際し

て，就労や職業訓練を義務付け，「どちらかと

えいば支援よりも強制や指導で就労へ導くアプ

ローチ」のことを意味する（宮本，２００６，３６

頁）。請求者がこれらを拒否した場合には，支

給額の削減や受給停止といった制裁が下され

る。このアプローチの理念は，雇用能力の拡大

ではなく，受給アクセスの制限や福祉への依存

の一掃にあり，アメリカやサッチャー政権時代

のイギリスなど自由主義的福祉国家で採用され

てきた。

後者は，前者と「同様に社会的包摂の場とし

て労働市場を重視しつつも，強制よりも支援に

重点を置く」アプローチである（同，２００６，３７

頁）。目的は，雇用能力を高めることにあるの

で，労働技能の低いクライアントをいきなり通

常の労働市場に放り込むことはせずに，職業訓

練や教育を通して，賃金に見合う労働能力を習

得させることを重視する。このタイプのアプロ

ーチは，スウェーデンや本稿で扱うデンマーク

などの北欧諸国が採用している。

また，「ワークフェア」は広義の意味での就

労支援welfare-to-work全般を指すこともあり，

この定義においてはアクティベーションもワー

クフェアの一部に含まれる。現在の欧州では，

福祉受給の条件として職業訓練・教育などへの

参加が義務化されている積極的労働市場政策全

般を「アクティベーション」と呼ぶ傾向が強

く，デンマークでもこの定義で「アクティベー

ション」を使っている。したがって，本論文で

「アクティベーション」という場合は，この定

義に沿って積極的労働市場政策を指すものとす

る。ちなみに，同じ北欧でもスウェーデンにお

いて「アクティベーション」という場合は，基

礎自治体が公的扶助請求者に向けて提供する就

労支援政策の“kommunalaktivering”のことを

指している。

Ⅱ デンマークのアクティベーション改革

デンマークの失業率は１９９０年代前半に１０％か

ら１２％にかけて推移していたが，２０００年には約

５％にまで減少し，デンマークのアクティベー

ションの経験は，EU加盟国のあいだではサク

セス・ストーリーとして語られている。デンマ

ークは，EUが注目する以前から積極的労働市

場政策の導入を始めていた。福祉受給の条件と

して職業訓練や教育への参加を義務付ける，い

わゆる今日的意味での「アクティベーション」

が本格的に導入されたのは１９９４年からである

が，職業訓練や教育を提供するサービス自体

は，すでに１９７０年代から導入されていた。しか
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しながら，デンマーク語で“aktivering”と呼ば

れている現在のアクティベーションの形態が導

入される前と後では，労働市場政策の中身は異

なっている。本節では，まずアクティベーショ

ンが導入される以前の労働市場政策を簡単に説

明する。そのうえで，１９９４年以降の一連のアク

ティベーション改革の経緯と制度の概略を説明

する。

１．１９９３年以前の労働市場政策

デンマークは，隣国のスウェーデンと同様

に，寛容で普遍主義的な福祉政策が確立してい

るスカンジナビア型の福祉国家に分類される

が，積極的労働市場政策に関していえばスウェ

ーデンのそれとは異なる展開を見せていた。ス

ウェーデンは，すでに１９６０年代において，連帯

的賃金制度と積極的労働市場政策を連携させ

た，いわゆるレーン・メイドナーモデル１）を定

着させ，経済成長を持続させながらインフレー

ションの回避と完全雇用の同時達成に成功して

いた。何らかの理由で失業した人たちは，失業

後に教育や職業訓練の提供を受けることで，よ

り生産性の高い企業に再就職することができ

た。スウェーデンがこのような積極的労働市場

政策の展開を見せていた背後で，デンマークの

積極的労働市場政策は遅れをとっていた。アク

ティベーションの導入以前のデンマークでは，

失業に対しては長期間受給可能で所得代替率の

高い，手厚い失業給付制度が対応していたが，

第一次オイルショック以降，およそ１０％という

高い失業率に悩まされていた（ビュルクラン

ド，２００４，１６３頁）。

デンマークの社会政策において，アクティベ

ーションが政府によって採用されるのは１９９０年

代に入ってからであるが，積極的労働市場政策

そのものは１９７０年代において既に導入されてい

た。これは１９７０年代および８０年代の長期化する

失業問題を反映していた。当初，この雇用問題

は一時的な現象であり，構造的失業問題を原因

とする現象として認識すべきかどうかは意見が

分かれていたが，１９７９年に社会民主党政権は，

すべての長期失業者に対して「就労提供事業

Jobtilbudsordningen」を開始した（Lindsay&

Mailand,2004,p.196;Abrahamson&Oorschot,

2003,p.293）。この事業は失業から２年後に

「補助金付き雇用（subsidizedemployment）」を

提供し，参加者は労使協定で定められた賃金と

同額の賃金が保証された。「事業の意図は，民

間セクターの雇用主に賃金補助を提供すること

によって，長期失業者を労働市場に再統合しよ

うという試みにあったが，この事業は成功した

とはいえなかった。労働市場への再統合という

観点からいえば，その効果は約３０％にすぎなか

ったが，その主な原因は，民間セクターにおけ

る仕事が不足していたからである。最終的に，

地方政府がほどなくこれらのプログラムの主要

な雇用主となったが，公的セクターでの雇用は

一時的であったため，この就労提供計画は概し

て長期失業者を雇用と失業の間を循環させる結

果となった」（Abrahamson&Oorschot,2003,

p.293）。

１９８２年に政権に就いたポール・スリュタ

PoulSchlüter首相率いる中道右派連合（保守

党，自由党，キリスト教国民党，中央民主党）

は，財政削減の一環として失業給付水準の切り

下げと，積極的労働市場政策を組み合わせた政

策を実施した。この政策では，「教育提供事業

Uddannelsestilbudsordningen」の導入によって，

教育や職業訓練が，よりコストのかかる補助金

付き雇用よりも強調された。１９８５年から右派連
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合政府は，前の「就労提供事業」において就労

の提供が最多でも２回のみ与えられるように制

限を設けた。このように，デンマークは１９７０年

代以降，失業者に対する積極的な労働市場政策

を既に導入していたが，それが効果的な成果を

挙げていたわけでもなく，９０年代に導入された

アクティベーションのように，失業者の社会へ

の再統合手段として重要視されていたわけでも

なかった。中道右派連合はこの時点では積極的

労働市場政策に対し，あまり確信をもっていな

かった（Lindsay&Mailand,2004,p.196）。

１９７０年代から１９９０年代初めにおける失業対策

の中心は，積極的労働市場政策よりもむしろ極

めて寛容な失業保険制度にあった。１年以上の

失業保険基金２）のメンバーシップを満たせば，

上限付きではあるが従前所得の９０％が補償され

た（Torfing,1999,p.13）。また，１９７０年代には

失業保険基金加入者のなかでも特に弱い立場に

いる人たちが，給付期間中に就労することがで

きずに公的扶助受給者に陥ってしまうことを防

ぐために，失業給付期間が１８０日から２年半に

延長され（Jensen,1999,p.5），この時期の失業

給付制度には寛容さの拡大がみられた。さら

に，前述した「就労提供事業」は，最低２６週間

の就労を参加者である長期失業者に提供するこ

とによって，参加者に失業給付の資格を再取得

する機会を与えた（Jensen,1999;Torfing,

1999）。この場合の受給額は失業給付の約８０％

となり，失業保険基金加入者の補償率より少な

くなるが，この事業を利用すれば失業給付と

「就労提供事業」を永遠に「切り替える」ことが

可能だった３）。その後，１９８０年代に，前述した

ように「教育提供事業」による教育手当や，そ

の他起業手当の導入によって補完された。同じ

個人への事業提供回数が２回に削減されるなど

の，マイナーチェンジが実施されたが（Jensen,

1999,p.5），１９７０年代と８０年代の積極的労働市

場政策の理念は，失業保険基金の加入者が長期

失業の危機に直面したときに，失業給付の権利

を喪失することで公的扶助受給者になることを

予防すること，そして失業しても標準的な生活

水準を維持することにあった（Jensen,1999,

p.5;Torfing,1999,p.13）。換言すると，この時

期のデンマークの積極的労働市場政策はエスピ

ン-アンデルセン（１９９０）が言うところの，高度

に「脱商品化」を達成したモデルであったとい

えよう。１９７０年代および８０年代は，「就労提供

事業」以外に，労働力の削減，早期退職制度４）

が失業問題に対する主要な政策だった。

しかし，持続する高い失業率や増加し続ける

財政支出が，徐々に社会問題として関心を集

め，１９８０年代の終わりに，積極的労働市場政策

が政治的アジェンダとして明確に認識されるよ

うになった（Lindsay&Mailand,2004,p.201）。

デンマークでは，このような失業問題は，構造

的失業の問題として議論された。労働者がもつ

技能の供給と市場が求める技能の需要との間に

起こるミスマッチ，高くて硬直的な賃金制度，

寛大な手当など，これらによって構造的な問題

が引き起こされると議論された。そして，１９９０

年に中道右派政府（保守党，自由党）によって，

１８歳から１９歳を対象とした「若年手当事業」が

導入され，この政策において「『アクティベー

ション』という言葉が初めて公式に使用され

た」（Larsen,2005,p139）。公的扶助受給開始の

２週間後から５），パートタイムを基本とした最

低５ヶ月のアクティベーションへの参加義務が

発生し，参加者には低水準の「プロジェクト賃

金」が支給された。５ヶ月間のアクティベーシ

ョンを終了すると，若者たちは受動的な所得保
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障に戻ることができた。その後，１９９２年に対象

年齢が１８歳から２４歳に拡大された。対象者は若

年者に限られていたものの，公的扶助受給の条

件として即座に見返りとしての労働を請求者に

要請するという点において，この事業は現在の

デンマークにおける強制的要素を伴うアクティ

ベーションの先駆けであった（Rosdahl&

Weise,2000,p.169;Lindsay&Mailand,2004,

p.202）。

２．１９９４年以降のアクティベーション

現在の強制的要素を伴うアクティベーション

政策が本格的に導入されたのは，１９９３年の労働

市場改革においてであった。中道右派政権時代

の１９９２年に労働省の「ソイテン委員会Zeuthen

Udvalget」が発表したレポートが，この改革に

大きな影響を与えた。ソイテン・レポートは，

構造的失業の問題に焦点を当て，就労および教

育の各提供事業と失業保険システムの財源の見

直しを勧告した。その後，社会問題省の「社会

委員会」が，社会移転給付のより積極的な活用

が，労働市場における若者・高齢者・女性・移

民等の周辺化や構造的問題の解決に役立つだろ

うと議論したが，その中身は基本的にソイテ

ン・レポートのアクティベーション改革を繰り

返した内容だった。さらに，同省の「福祉委員

会」は雇用の長期的展望を分析し，今後も拡大

化する福祉国家を支えていくのは高水準の雇用

と経済的生活の繁栄しかなく，グローバル化す

る市場のなかで国内産業の競争的な地位を強化

するために，デンマークは新しい技術の習得と

フレキシブルな生産システムを開発することが

決定的に重要である，と述べたレポートを公表

した。加えて，今後の労働市場のなかで競争す

ることができない人たちのために，十分に保護

された雇用を創出することが必要だと指摘し

た。最終的に「福祉委員会」は，労働市場の機

能改善，教育経験の乏しい人たちのための特殊

な雇用の創出，公的セクターと民間セクターの

相互作用の強化，これら３つを提案した。これ

ら３つの委員会に共通することは，デンマーク

が構造的失業問題とグローバル化による経済競

争に対処するためには，単なるセーフティ・ネ

ット型の失業給付から，個々人の雇用能力を拡

大させるトランポリン型の雇用政策への転換を

余儀なくさせられている，という主旨だった。

基本的には，これらの３つの委員会のガイドラ

インに沿って，労働市場改革が実施されていっ

た（Torfing,1999,pp.14-15）。

ソイテン・レポートが発表された後，１９９３年

にポール・ニューロップ・ラスムセン Poul

NyrupRasmussen首相が率いる中道左派連合

（社会民主党，急進左翼党，キリスト教国民党，

中央民主党）が政権に就いた。左派連合政権は

ソイテン・レポートの内容を大きく取り入れ，

アクティベーション改革の基礎を築いた。前述

したように左派連合が政権に就く以前から，右

派政権によってすでにアクティベーションのア

イデアが政治的アジェンダの中心にリンクされ

ていたので，左派連合は右派政権が用意した土

壌の上に，比較的容易に政策を導入することが

できた（Lindsay&Mailand,2004,p.202）。

デンマークにおける一連のアクティベーショ

ン改革を説明する前に，アクティベーションの

ガバナンス構造について簡単に触れておく。な

ぜなら，デンマークにおけるアクティベーショ

ン政策のガバナンス構造は，「２層構造」を成

しており，それがデンマークにおけるアクティ

ベーションの特徴を示しているからである。

「２層構造」とは，アクティベーションが２つ
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の異なるシステムによって管理されていること

を意味する。一つは，失業保険基金加入者のた

めのシステムで，政・労・使の主導のもとで

Arbejdsformidlingen（AF）とよばれる公的雇用

サービスセンターを通してサービスが提供され

ている。もう一つは，失業保険に加入していな

い人たちをターゲットにしたシステムであり，

地方自治体が管理している。公的扶助請求者は

こちらのシステムを利用することになってい

る。この「２層構造」を踏まえて，以下ではア

クティベーション改革を説明する。

１９９４年に一連の労働市場改革が行われた。

「行動計画」策定の義務付け，失業給付期間の

限定，職業訓練・教育の義務化，労働市場政策

の地方分権化などが実施された。とりわけ，以

前の労働市場政策と大きく異なるのは，削減と

福祉受給に対する義務の追加である。したがっ

て，本稿では前の３項目について説明する６）。

まず，失業者はプログラム参加の前提として，

失業期間が３ヶ月を超える６０歳未満の者は，

「個別行動計画」を策定しなければならない。

失業者は，実行されるべき訓練・教育プログラ

ムを，ケースワーカー（ソーシャルワーカー）

のカウンセリングを受けたうえで，就労に向け

た行動計画を策定しなければならない。行動計

画のなかでは，個々人のもつ労働スキルを踏ま

えたうえで目標が明確に示される。この行動計

画は，クライアントのニーズに即して決定され

なければならず，ソーシャルワーカーはクライ

アントとの合意のうえで作成しなければならな

い。ただし，計画は現実的でなければならな

い。また，行動計画の作成を怠った場合は，失

業給付の一部が停止される（Lindsay&Mailand,

2004）。デンマークのソーシャルワーカーは高

い専門性を有しており，クライアントの要求に

適合したサービスの決定を下すことができると

考えられている。

これまで事実上無制限だった失業給付期間に

最大７年間の期限が設けられた。「期間の前半

４年間を『給付期間』といい，失業者は１２ヶ月

間の職業訓練および教育を受ける権利と義務を

もつ。期間の後半３年間を『アクティベーショ

ン期間』といい，失業者は最低でも平均して週

２０時間は職業訓練や教育に参加しなければなら

ない」（Torfing,1999;p.15）。また，失業保険に

加入しているかどうかを問わず，すべての失業

者は失業して２年以内に教育，訓練，または起

業助成金を受ける資格が与えられた（ビュルク

ランド，２００４，１９１頁）。また，「２５歳以上の公的

扶助受給者は，受給から１年後に職業訓練・教

育への参加が正式に義務化された」（Rosdahl

&Weise,2000,p.169）。失業者が公正なアクテ

ィベーションの提供を拒否したときは，失業給

付の権利を３週間失うことになり（２００３年現

在），場合によっては完全に失業給付の権利を

失うこともある。「アクティベーション期間」

にプログラムへの参加を拒否した者は，失業給

付の権利を即座に失うことになる。また，保険

未加入者も同様に，上記３週間内において公的

扶助を３分の１に削減される（Torfing,1999,

p.15;Lindsay&Mailand,2004,p.199）。さら

に労働市場改革とは異なるが，並行してデン

マークの基礎自治体を意味する「コムーネ

（Kommune）７）」が公的扶助請求者に対して職

業訓練・教育などの積極的な支援を行うことが

義務付けられた８）。

１９９６年には，９４年の労働市場政策がより厳し

い制度に変更された。失業給付期間が７年から

５年に短縮された（Abrahamson&Oorschot,

2003,p.294）。５年間のうち後半の３年間（ア
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クティベーション期間）はフルタイムの教育か

職業訓練への参加が義務化された（Andersen,

2002）。また，前述した失業保険に未加入の若

者を対象とした「若年手当事業」を補完するか

たちで，「特別若年戦略」が導入され，２５歳以下

の保険加入の失業者は，失業後６ヶ月以内にア

クティベーションへの参加が強制された。失業

給付は失業後６ヶ月だけ給付される。また，教

育水準や労働スキルが低い者は，６ヶ月の経過

後に最低１８ヶ月の教育または職業訓練への参

加が義務化され，参加期間中は失業給付の５０％

に相当する訓練手当が支給される。政府が５０％

という低い水準に設定したのは，若年失業者が

「特別若年戦略」への依存を回避し，フルタイ

ムの教育や労働に従事することを促す意図があ

ったからである。一方で高齢の求職者には，失

業後１２ヶ月以内のアクティベーション参加が

義務付けられた（Lindsay& Mailand,2004,

p.197）。１９９７年には，失業手当受給のために要

する職歴期間が，最近３年間で２６週から２倍の

５２週に拡大された。

アクティベーションには主に次のようなプロ

グラムが含まれている（Jensen,1999;Lindsay

&Mailand,2004;Rosdahl&Weise,2000）。

葛カウンセリング，ガイダンス

プログラム開始の前提として，失業者にプロ

グラムの情報提供やガイダンスを行う。行動

計画の契約を行う。

葛職業訓練（補助金付き雇用）

民間企業または公共セクターにおいて，雇用

主に賃金補助を支給することでクライアント

に一時雇用を提供する。参加者は労使協定で

決定された賃金が支給されるが，上限（時給

およそ８５DKK～８６DKK）を超えて支払われ

てはならない。主に失業保険加入のクライア

ントに利用されている。

葛個別的な職業訓練

民間企業・ボランタリー組織・公共セクター

において，雇用主に賃金補助を支給すること

で雇用を提供する。通常の労働市場で職を見

つけることが困難な失業者向けのプログラム

であり，雇用の内容は通常の賃金労働とは異

なり，「付加的な（additional）」労働である。

参加者に支払われる賃金は，公的扶助に若干

の補助が加わる程度と低く，雇用主への賃金

補助額はより多くなる。主に失業保険に未加

入のクライアントによって利用されている。

葛教育

高校や成人学校での継続教育。移民・難民の

ためのデンマーク語の教育。

葛ボランティア

アクティベーションのなかでは非常に控えめ

な役割しか果たしていない。芸術，環境保

護，福祉，スポーツなどのボランタリー組織

やアソシエーションのなかでの活動。

また，アクティベーション政策とは異なる

が，休暇制度が設けられたこともこの年の改革

において重要である。この休暇制度は教育休

暇，育児休暇，有給休暇の３種類から構成され

ていた。教育休暇では，政府公認の教育に参加

することによって，失業給付と同等の給付金を

受け取ることができる。失業保険に加入してい

る２５歳以上で，休暇開始の時点から過去５年以

内に３年以上の就労経験がある者が対象者とな

り，休暇期間は最低１週間から最長１年間まで

である（Abrahamson,2008,p.2;Abrahamson

&Oorschot,2003,p.294;田口，１９９９，２０９頁）。
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育児休暇は，８歳以下の子どもをもつ親が，

最低１３週から最長１年まで育児のために休暇を

取得できる制度である９）。失業保険加入者か否

かは関係なく，労働市場に参加している人すべ

てを対象としている。休暇期間中は育児休暇

手当として，保険加入者は失業手当に相当す

る額，保険未加入者は公的扶助に相当する額

を受給できたが，この育児休暇制度は人気が

あったために，後年に６０％まで削減された

（Abrahamson,2008,p.2）。また，育児休暇期間

中は，２歳以下の子どもが公共の保育施設を利

用することはできず，３歳から８歳の子どもは

最高半日まで保育施設を利用できる。育児休暇

期間中は，この制度による育児手当のほかに，

コムーネから年間３万５千クローネを限度に補

助金が支給される（田口，１９９９，２０９頁）。

最後に有給休暇制度であるが，これは１９９９年

まで実施された実験的な制度である。教育休暇

制度と同様，保険加入の２５歳以上で，過去５年

間のうち３年以上の就労経験をもつ者が対象者

となり，休暇期間も１３週から１年までである。

ただし，この制度を利用するには，失業者を新

たに雇用することによって，自身の仕事の代理

人を確保しなければならない。以上の条件が満

たされれば，失業給付の６０％に相当する手当を

受けることができる（Abrahamson,2008,p.2;

Abrahamson&Oorschot,2003,p.294;田口，

１９９９，２０９頁）。

休暇制度は失業と雇用の循環を部分的に意図

しており，アクティベーションとは異なる制度

であるが，積極的労働市場政策が意図している

ことに近い。つまり，休暇制度は個々人の雇用

能力の拡大を追求する近年のデンマークの傾向

を表している。また，育児休暇は制度の利用に

関して，失業保険加入者と公的扶助請求者を区

別しない普遍主義的な政策であるが，その他２

つの休暇制度は，保険加入者だけを対象とし，

公的扶助請求者を制度の対象から除外してお

り，労働市場のなかで中核的な役割を担える者

が優遇されている。

デンマークは１９９８年に大規模な行政改革を実

施した。その一環として，公的扶助法も改正さ

れ，その名もまさに「積極的社会政策法 Lov

omaktivsocialpolitik」が制定された。１９９８年の

改革は９４年の改革ほど大きな変化をもたらした

ものではなかったが，この法律によってすべて

の公的扶助請求者は，たとえ個別的で社会的な

問題を抱えていようとも，公的扶助受給から３

ヶ月後からは，何らかのアクティベーションプ

ログラムを受け入れることが義務づけられた

（Larsen,2005,p.139）。ただし，扶養児童がい

る者は１２ヶ月後からの義務づけとなった

（Rosdahl&Weise,2000,p.171）。この積極的

社会政策法は，アクティベーションはクライア

ントのニーズや希望を反映し，さまざまな手段

と選択肢を提供しなければならず，労働市場へ

の統合が困難であれば生活の安定や改善に努め

なければならない，と労働市場への統合以外に

ついても言及している（Larsen,2005,p.139）。

公的扶助システムは地方自治体が管理している

ので，公的扶助請求者に対するアクティベーシ

ョンは自治体が実施することになっている。プ

ログラム内容は，上述の箇条書きで示したプロ

グラムとほぼ同じサービスを提供している。し

かし，公的扶助請求者に対して実施されるアク

ティベーションは，失業保険加入者のアクティ

ベーションに比べて，懲罰的な要素がより強

い。つまり，アクティベーションへの参加がよ

り早く要請され，提供されるプログラムの選択

肢はより少なくなっている。
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その後は１９９９年に失業給付期間が再び短縮さ

れ４年間になり，失業給付の補償率も徐々に削

減されていった（Lind&Møller,2006,p.8）。

Ⅲ アクティベーションの現状と課題

１．アクティベーションをめぐる評価と批判

前節では，デンマークのアクティベーション

の歴史と制度の概略を説明したが，１９９４年にデ

ンマークでアクティベーション政策が導入され

て以来１０年以上が経過している。現在のとこ

ろ，アクティベーションの先行研究は，アクテ

ィベーションの評価について賛否両論を展開し

ている。したがって，本節では主な先行研究を

紹介し，それらの到達点と課題を提示すること

にする。

アクティベーションを肯定的に評価する研究

は，第１にアクティベーションの理念をアング

ロサクソン諸国が採用しているワークフェアの

理念と区別し，それらの違いを指摘している。
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表１ デンマークにおける積極的労働市場政策の経過

内 容施 策施行年

対象：長期失業者
補助金付き雇用の提供。

就労提供事業１９７９

教育・職業訓練の提供。教育提供事業１９８２

対象：１８から１９歳の公的扶助受給者
最低でも５ヶ月の教育・職業訓練へ参加しなければならない。参加者には低水
準の賃金が支払われる。若年手当事業

１９９０

対象年齢が１８歳から２４歳に拡大される。１９９２

・「個別行動計画」策定 対象：失業期間が３ヶ月以上で６０歳未満
・失業給付期間が最長７年に制限される。
前半４年間は１２ヶ月間の職業訓練・教育を受ける権利と義務がある。後半３
年間は職業訓練・教育に参加しなければならない。

・２５歳以上の公的扶助受給者は受給から１年後に職業訓練・教育への参加が義
務化される。

労働市場改革

１９９４

・教育休暇
・育児休暇
・有給休暇

休暇事業

給付期間が７年から５年に短縮される。失業給付期間の短縮

１９９６
対象：失業者で２５歳未満の失業保険加入者
・失業給付が最大で６ヶ月間に短縮される。
・教育・技能の低い者は，６ヶ月経過後に１８ヶ月の訓練・教育に参加しなけれ
ばならない。

特別若年戦略

失業手当受給に必要な職歴が，最近３年間で２６週から５６週になる。職歴要求の拡大１９９７

原則的にすべての公的扶助受給者は受給の３ヶ月後からアクティベーションの
参加が義務化される。

積極的社会政策法１９９８

失業給付期間が４年に短縮される。失業給付期間の短縮１９９９

（Abrahamson&Oorshot,2003;Andersen,2002;Jensen,1999;Lind&Møller,2006;Lindsay&Mailand,2004;
Rosdahl&Weise,2001;Torfing,1999をもとに作成。）



一般的にアメリカや１９８０年代のイギリスが採用

したワークフェアは，就労を福祉受給の条件と

して重視する。トルフィンは，アングロサクソ

ン諸国のワークフェアは，賃金フレキシビリテ

ィを下方拡大させていくことや給付金の削減を

目的としているが，一方でデンマークのアクテ

ィベーションの目的は教育と労働経験の改善に

あると指摘する。デンマークのアクティベーシ

ョン政策は１９８０年代のアメリカやイギリスのワ

ークフェアから触発されているものの，むしろ

隣国スウェーデンの経験に影響されている部分

が大きく，したがってネオ・リベラル的なワー

クフェアとは一線を画していると指摘する

（Torfing,１９９９）。また，デンマークのアクティ

ベーションがアメリカのような就労第一型（ワ

ーク・ファースト型）のワークフェアと異なる

という意味においては，国際比較からワークフ

ェアの類型を議論したレーデメルが，デンマー

クを「人的資源開発アプローチhumanresource

developmentapproach」と位置づけ（Lødemel,

2001,pp.296-297），リンゼイとマイランドも，

レーデメルとほぼ同じ意味で，デンマークを

「クライアント中心アプローチclient-centered

approach」と位置づけている（Lindsay&

Mailand,2004,p.200）。さらに，トルフィンは

アクティベーションを管理や懲罰というより

も，むしろエンパワーメントの要素が強く，包

摂的なワークフェア政策であると述べている。

さらに，結果的にデンマークの成功は，アメリ

カのように「ワーキング・プアのような新しい

アンダークラスの創出を伴っていない」と評価

する（Torfing,1999,p.6）。

しかし他方で，アクティベーションが含むイ

デオロギーへの批判がある。リンドとメラー

は，アクティベーションが，労働市場への包摂

が自動的に社会へのさまざまな領域への包摂へ

導くだろう，という発想に基づいていることを

批判し，むしろ社会への「包摂にとって重要な

足がかりになるのは所得である。したがって，

提案は簡単なことで，失業者への給付の増加に

よって，彼らは社会のさまざまな領域へ参加し

ていくことが可能になる」（Lind& Møller,

2006,p.12）と指摘する。しかしながら「積極

的社会政策法」には，アクティベーションの目

的は，必ずしも労働市場への統合のみを意味す

るのではなく，失業以外の問題を抱える公的扶

助受給者を社会への統合，すなわち生活を向上

させ，個人が抱える問題を拡大させないよう予

防することも想定している。自治体は，実際に

就労がきわめて困難な失業者に対して，社会へ

の統合を重視している（Larsen,2005,p.142）。

だが，これに関しても，この「社会への統合」

に関する記述を法律に組み入れたことによっ

て，「政府はアクティベーションに対する批判

をかわすことに成功し，これ以降，権力側の真

の狙いである雇用能力に異議を唱えることが困

難になった」（Lind&Møller,2006,p.12）と指

摘している。

第２に，アクティベーションのニーズ指向プ

ログラムを評価する研究がある。イェンセン

は，「個別行動計画」の策定のなかで，失業者が

積極的に自己のアクティベーションに巻き込ま

れることを評価する。失業者はアクティベーシ

ョンの前提として，ソーシャルワーカーと相談

し，合意のうえで行動計画を作成しなければな

らない。したがって，行動計画を作成する過程

において，失業者は何よりもまず，自分自身が

抱える問題をソーシャルワーカーのカウンセリ

ングを通して明確化したうえで，プログラムに

自己のニーズや希望を反映させ，問題解決に自
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ら関わることができると考えられる。このよう

にニーズ指向の行動計画は，標準化された福祉

プログラムが，ときには失業者の周辺化を予防

するというよりも，むしろ悪化してしまうとい

う弊害を回避できると指摘する。なぜなら標準

化されたプログラムは，どのように生きるべき

なのかという規範を失業者に押しつけるからで

ある。イェンセンは，行動計画に失業者自身の

生活設計への参加可能性を見出し，それは自己

が反映された自律的な社会統合であり，またシ

ティズンシップのアリーナの拡大を意味すると

して評価する（Jensen,1999,pp.2-3;Jensen&

Pfau-Effinger,p.6）。

しかしながら，「個別行動計画」の策定にか

んしても批判がなされている。前述したよう

に，イェンセンは行動計画のなかでは，失業者

のニーズが反映されるとして肯定的な見解を示

すが，実際にはクライアントのニーズが反映さ

れていないことを指摘する研究がある。例え

ば，公的扶助受給者に対して，プログラムの選

択肢が多く提供されているのかどうかについて

行政側と受給者側に同じ質問を行った結果，行

政側は５％のクライアントが選択できなかった

と答えたのに対し，受給者側は実に７５％が選択

できなかったと答えており，相互認識に大きな

ギャップが存在する。このことは受給者である

クライアントが，ソーシャルワーカーから与え

られた提案が本人の希望にそぐわないとして

も，その提案に同意せざるを得なかった現実を

示している（Abrahamson,2008,p.3）。また，

行動計画において決定される実践プログラムの

なかで，最も効果のあるプログラムは，民間企

業における職業訓練であることが証明されてい

るのだが，このプログラムを提供されるのは，

クライアントの中でも最も職業資格が備わって

おり，最もやる気のある参加者たちである。換

言すれば，最も職業資格がなく，やる気の低い

参加者には効果の低いプログラムが提供される

傾向にある１０）。また，ソーシャルワーカーとク

ライアントの権力関係に言及する批判がある。

表面上，クライアントはプログラムの形成にお

いて，自己の意見を反映させることによって，

権限を与えられる。しかし，両者の権力関係に

偏りが存在するのは明らかである。クライアン

トはアクティベーションを拒否すれば制裁を受

けることになるので，それを避ける目的で望ま

ないプログラムを受け入れるかもしれない。

「もしソーシャルワーカーが厳しい態度でクラ

イアントに臨めば，よりいっそうソーシャルワ

ーカーの決定における自由裁量は大きくなるだ

ろう。このような状態は民主主義的な合意とは

ほど遠い」（Lind&Møller,2006,p.15）と言わ

ざるを得ない。行動計画策定における，ソーシ

ャルワーカーの不十分なアドバイスや，接触時

間の短さ，同意に基づかないアクティベーショ

ンの実施などの傾向が，公的扶助受給者たちの

間でより強く現れている（Larsen,2005,p.143）。

第３に，一連のアクティベーション改革によ

って，福祉の条件として職業訓練・教育が導入

されているものの，デンマークの手厚い社会保

護システムを評価する研究がある。アンダーセ

ンは，アクティベーションに参加期間中の失業

手当額が，従前所得の９０％を補償しているた

め，低所得者についてはほぼ全額補償に近い金

額を受給できるので，その高い補償率を評価す

る。また，高い補償率が失業者の周辺化を防止

するうえで大きな役割を果たしており，貧困に

陥ることを回避する政策として機能していると

見なし，シティズンシップの観点から理想に近

いと述べている（アンダーセン，２００５）。
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一方で，アクティベーションを批判的に解釈

する研究は，第１に，上述した１９９４年以降の一

連の改革が，年を経るに従って厳格さを増して

いることを批判する。表１から分かるように，

確かに受給期間の短縮，受給アクセスの制限が

着実に実施されてきており，２００２年から０４年の

間にも１年半以上の公的扶助受給者に対する給

付額の減額を施行するなど，最近においても厳

しさは増し続けている。リンドとメラーは，

２００１年以降の政府の方針が，とくに長期失業者

やその他の周辺化された集団の生活水準を低下

させていることを指摘する（Lind& Møller,

2006,pp.12-13）。また，エイブラハムソンら

は，このような社会保護水準の低減と職業訓練

および教育の義務化の傾向を，「シティズンシ

ップの観点から考えると社会的権利の衰退」で

あると指摘する。とくに，権利の弱体化と義務

の強化という傾向は，正規雇用に就くことが困

難な人たちのシティズンシップに対して，負の

側面を含意している（Abrahamson&Oorschot,

2003,p.301）。

最後に，１９９０年代半ば以降の大幅な失業率の

減少や失業給付受給者のうち，約６０％が常勤雇

用者に戻ることができたのは，アクティベーシ

ョンによる影響が大きいとして，雇用への効果

を評価する研究がある（Torfing,1999,p.20）。

さらに雇用への効果以外に，社会的な効果が認

められている。アクティベーションに参加した

多くの者が，自身の生活状態や自尊心の向上を

参加期間中に感じている（Larsen,2005,pp.145-

146）。アクティベーションに批判的な研究でさ

え，このような社会的な統合への効果は認めて

いる。

しかし，逆にアクティベーションの雇用の

効果に対する批判も指摘されている。「デン

マーク国立社会調査研究所 DetNationale

ForskningscenterforVelfærd（SFI）」が，公的

扶助受給者を対象にしたアクティベーションに

関する詳細な調査を１９９６年に行った。リンドら

は，SFIの調査結果によると，職業訓練の参加

者のなかで正規雇用に就けたのは１４％であると

し，その効果の小ささを指摘する（Lind&

Møller,2006,p.11）。また，エイブラハムソン

らは１９９８年にハンセン（H.Hansen）が実施し

た追加調査を引用し，アクティベーションに参

加した公的扶助受給者のうち，プログラム開始

から３年後に一時的に正規雇用に就けたのが

１０％であり，そのうちの多くが失業給付に再び

依存しており，一方で約４割がさらなるアクテ

ィベーションに参加しながら公的扶助を受給し

ており，公的扶助受給者たちのアクティベーシ

ョンの効果の低さを指摘している（Abrahamson

&Oorschot,2003,p.300）。ラーセンも，近年の

アクティベーションが，長期失業者を労働市場

に送り出すことに成功していないことを指摘

し，「地方自治体のケースワーカーたちや失業

者自身が，深刻な問題を抱える長期失業者が，

アクティベーションを通して労働市場へ統合さ

れることは不可能である」（Larsen,2005,p.142）

という認識をもっていると指摘する。このよう

な長期失業者は，「ケースワーカーにとっては，

職業訓練や教育などの支援の範囲外に位置する

と認識されている」（op.cit.,p.143）。また，ア

クティベーションがどの程度失業率の低下に影

響したのか，ということを測定するのは非常に

困難である。デンマーク政府は，失業率が減少

したのはアクティベーションによる影響が大き

いと宣伝するが，実際はアクティベーション改

革が行われている間にかなりの人数が早期退職

制度を利用して，労働市場から退出している。
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早期退職者は失業者としてカウントされない。

したがって，失業率低下には早期退職の影響も

大きいと考えられている（Abrahamson&

Oorschot,2003,pp.298-301）。

以上の先行研究を整理すると，アクティベー

ションに関して明らかになったことがいくつか

挙げられる。まず，デンマークのアクティベー

ションは，失業保険加入の失業者にとっては効

果的であるといえる。結果的にこのカテゴリー

の失業者の約６０％が正規雇用に復帰できるとい

うことは，積極的に評価しなければならないだ

ろう。したがって，これらの失業者にとって

は，アクティベーションはトランポリン型の社

会政策として機能している。

しかしながら，地方自治体が管理している公

的扶助請求者を対象にしたアクティベーション

は，ほとんど効果を発揮していないと指摘する

研究も存在する。いくつかの研究が示している

とおり，公的扶助請求者たちを労働市場へ再統

するのは非常に困難である。公的扶助請求者

は，しばしば社会的で個人的な問題（例えば，

アルコール依存，麻薬依存，精神障害などを含

む）を抱えている場合がある。彼らが通常の職

業訓練（補助金付き雇用）によって，労働市場

に再統合されるとは考えにくい。アクティベー

ションによる統合の最大の弱点は，最終的に雇

用されるかどうかは労働市場の需要によるとこ

ろが大きいことである。雇用主が必要としなけ

れば，参加者たちが雇用されることはない。ま

た，参加者が生活する地域に仕事がなければ，

働きたくても雇用そのものがない。さらに，ア

クティベーションによる生活の向上や自尊心の

回復などの社会的な効果を行政側は強調しがち

だが，アクティベーションの本来の目的は雇用

能力の拡大によって就労させることにあり，そ

の目的から判断すればアクティベーションは公

的扶助受給者の就労にほとんど影響力を与える

ことはなかった。EUがベスト・プラクティス

として称賛するほど，デンマークのアクティベ

ーションは，社会的包摂に成功していないよう

に思える。このように公的扶助受給者に対して

効果のないことが実証されているアクティベー

ションだが，デンマークは労働による社会統合

に固執している。現在の政権は，完全に効果的

でなく，生産的でない人びとをも収容する広範

な労働市場を創設した。「柔軟な雇用（flexi-

jobs）という，通常の給与条件より低い労働を，

慢性的に労働能力の低下した人びとに提供し，

失業した場合は失業給付を受け取る権利はな

い が，代 わ り に『余 剰 人 員 解 雇 手 当

ledighedsydelse』を給付する。この手当は失業給

付額の９１％に相当する。この解雇手当を受給す

る人数が少なければ，多くの人が労働市場に統

合されたことになり，この政策は成功したこと

になる。しかし，手当の受給者数は２００２年か

ら０３年の一年間に４倍以上と大幅に増加し」

（Abrahamson,2008,p.7），この計画は明らかに

失敗している。

次に，先行研究は１９９０年代以降のアクティベ

ーションと，それ以前の積極的労働市場政策と

の違いを明らかにしてきた。１９９４年の改革以

降，「個別行動計画」の策定から職業訓練・教

育への参加に至るまでを，市民の権利としてだ

けではなく義務として制度化してきた。請求者

にとって参加は福祉受給の条件となり，以前の

受動的に所得保障を受けるだけで済んだ福祉政

策と異なっている。ここで留意したいのはアク

ティベーションが，たんに福祉における義務の

側面，とりわけ労働市場への参加を強化したこ

とで，権利と義務の再均衡を図ったのではない
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ということである。

そこでは，ふさわしい市民としての振る舞い

が変わってきたとも解釈できる。制度説明の箇

所で述べたように１９７０年代，８０年代の社会政策

は，必ずしも福祉の条件として職業訓練・教育

の義務が伴っていたわけではなかった。デンマ

ーク福祉国家はフルタイムで労働市場に参加し

ていれば，失業時に手厚い失業給付を受け取る

ことができ，労働市場を離脱しても適度な生活

を長期にわたって維持することを市民に保証し

てきた。公的扶助受給者には何の義務も伴わ

ず，福祉が提供されてきた。

しかし，今や失業保険加入者であれ公的扶助

受給者であれ，男性であれ女性であれ，福祉の

条件として労働市場への復帰に繋がる活動に参

加しなければならない。しかしこの場合の労働

はフルタイムかパートタイムかは問わない。と

にかく労働市場に参加する，あるいは積極的に

参加する姿勢を示さなければならない。その表

れとして，失業者はアクティベーション（行動

計画，教育，職業訓練）の参加を通して，自己

の福祉の管理に積極的にかかわることを課され

るようになった。有給労働への参加を福祉請求

者の規範にさせ，雇用への参加こそが自己発展

や福祉国家のメンバーシップの鍵となった。行

動計画はクライアントと行政側の契約によって

成立し，クライアント自身がソーシャルワーカ

ーとの対話を通して，積極的に作成に関わって

いくことが求められている。このように，自律

と選択を与えられた失業者は，職業訓練・教育

を通して労働市場に積極的に参加していく市民

として想定される。ある研究者はこのようなメ

ンバーシップを「アクティブ・シティズンシッ

プ」といっている（Jensen& Pfau-Effinger,

2005）。別の研究者は，このような社会への変

容を「福祉社会」から「積極社会」への移行と

表現する（Walters,1997）。なぜ，このような

アクティブ・シティズンシップまたは積極社会

に変容したのかは今後の検討課題であるが，と

もかく市民は福祉国家にとって受動的な福祉受

給者という位置づけから，積極的な参加者とし

ての行動を期待されるようになってきた。この

ような背景には，福祉国家が推進されていくな

かで，市民の福祉受給の権利が拡大されていく

一方で，シティズンシップのもう一つの側面で

ある義務の側面，つまり共同体への積極的な参

加や貢献などの義務が権利の拡大に対して相対

的に見落とされてきたなかで，受動的な福祉受

給者という市民像がつくられたことへの反省が

あると考えられる（伊藤，１９９６，１３２-１６０頁）。

とりわけ労働市場への参加と福祉の結びつき

が，いっそう強くなっている。

２．残された課題

さて，以上に示したように，アクティベーシ

ョンの先行研究には，制度や理念に着目し，国

際比較の観点からデンマークのアクティベーシ

ョンを位置づける研究があり，アクティベーシ

ョンの効果を測定した定量分析とその結果をも

とにして分析する研究がある。前者の研究は，

他国のワークフェア政策と比較することでデン

マークのアクティベーションの特徴を把握し，

後者の研究はどのような集団にアクティベーシ

ョンが有効または無効なのか，という点を議論

するものであった。とくに定量研究は，EUや

OECDが社会的排除との闘いとして推奨してき

た積極的労働市場政策が，長期失業者や公的扶

助受給者に対して，ほぼ無効であることを明ら

かにし，就労による社会的包摂の限界をわれわ

れに提示している。
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しかしながら，これらの研究の性質上，なぜ

アクティベーションが長期失業者や公的扶助受

給者に効果がなく，彼らを排除したままなの

か，ということは残念ながら十分に明らかにな

っていない。換言すると，定量研究はアクティ

ベーションが長期失業者や公的扶助受給者に対

して，控えめな効果しかもたらさないという

「結果」を明らかにしたが，その「結果」にいた

るプロセスのなかで何が起きているのか，とい

うことを提示することがない。つまり公的扶助

請求者が，アクティベーションの参加から排除

にいたるまでのプロセスを，動的に捉えていな

いのである。社会的排除の概念は，状態ではな

く過程に着目する点で，これまでの貧困研究と

は異なっている（バラ・ラペール，２００５，３５-３８

頁）。この点を考慮するならば，プロセスに着

目することは，アクティベーションがなぜ長期

失業者や公的扶助受給者たちに対して効果的で

はないのか，ということを明らかにするうえで

重要な示唆を提供すると考えられる。

例えば，「個別行動計画」の作成からプログ

ラムの実施までに着目すると，アクティベーシ

ョンの矛盾が見えてくる。上述したように，行

動計画はクライアントのニーズや希望が反映さ

れていなければならない。公的扶助請求者や長

期失業者は，失業以外の問題を抱えている可能

性が高いので，まずは安定した生活を取り戻す

ことを含めたより多様で寛容なプログラムを求

める。したがって，原則的に制度は多様で寛容

なプログラムを準備しなければならないし，ソ

ーシャルワーカーは，そのためのプログラムを

提供しなければならない。しかし，実際は比較

的雇用能力が備わっている失業給付受給者のた

めのアクティベーションのほうが，より寛容で

プログラムの内容も多様であり，逆に多様で寛

容なプログラムを求める公的扶助受給者のアク

ティベーションは，より強制的な要素が強いの

で，実践の段階において，クライアントのニー

ズと提供されるサービスとの間に齟齬が生じや

すいという見解がある１１）。このようなくいちが

いが生ずる原因は，アクティベーションの一連

の実行プロセスに焦点を当てることで理解でき

るだろう。

齟齬の要因としていくつかのことが考えられ

る。ひとつはソーシャルワークのプロセスに着

目したものとして，以下の問題点が指摘されて

いる。公的扶助にアクティベーションが導入さ

れるまでは，ソーシャルワーカーはクライアン

トの抱える生活問題に対するアドバイスや支援

を主な業務として遂行してきた。ところが，ア

クティベーションが導入されたことによって，

ソーシャルワーカーには受給者に対して職業訓

練・教育への参加を要求する業務が新たに付け

加わった。これによって，ソーシャルワークが

クライアントのニーズへの対応とアクティベー

ションの要求との間でコンフリクトを発生させ

ることになった。換言すると，一方でソーシャ

ルワーカーは，クライアントのニーズに応えな

ければならないが，他方で自らが所属する行政

組織の命を受け，クライアントを可能な限り早

く賃金労働へ戻さなければならない。ソーシャ

ルワーカーは規律者としての役割も担わなけれ

ばならなくなった（Bergwitz,2002,p.64;

Malmberg-Heimonen&Vuori,2005,p.453）。

また，アクティベーションの政治プロセスに

も齟齬を生じさせる要素があり，それはクライ

アントが有する権力資源と関連する。失業保険

受給者を対象としたアクティベーションは，

AFによって提供されるわけだが，前述したよ

うにこのAFに対して，どのようなプログラム
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を提供すべきかを提言するコーポラティズムの

原則に沿った組織が存在する。この組織は労働

市場協議会といい，各地域に設置されており，

各地域に存在するAFのプログラムの内容に影

響を与えている。この協議会の代表者として座

席を与えられている利益集団のひとつが労働者

組合である（Jensen,1999,pp.6-8）。つまり，

失業手当受給者のニーズは利益集団の影響力に

よって，プログラムに反映されやすい構造にな

っている。しかしながら，失業保険のメンバー

シップを持たない公的扶助受給者は，このよう

な権力資源は乏しい。利益集団のサポートが無

い公的扶助受給者は，個人で行政側と向かい合

うことになる。したがって，公的扶助受給者の

アクティベーションプログラムは，相対的にニ

ーズが反映されにくい構造となっていると考え

られる。今後はこのようなプロセスに焦点を当

てたより詳細な研究が進められる必要があるだ

ろう。

また，以下のような疑問点も残されている。

アクティベーションは公的扶助受給者たちに対

して効果的でないことが実証研究によって明ら

かになっているにもかかわらず，デンマーク政

府は通常の労働市場の周辺に，彼らのために特

殊な労働市場を作り，労働市場への包摂に拘っ

ている。そのような労働市場で手配される労働

は，われわれが一般的に想像する仕事ではな

く，ごくごく簡単な仕事である。このような労

働をすることで，スキルが身に付くという類の

仕事ではない。この周辺的な労働市場での雇用

は上述したように，非常にフレキシブルなの

で，多くの労働者が解雇されている。結局のと

ころ，このゾーンへの参加者は，アクティベー

ションと失業との間を往復しているにすぎない

のである。彼らの労働市場への統合が失敗に終

わることは，政策を導入する以前から容易に想

像が付くはずだが，なぜ政府は労働市場への統

合に固執しているのだろうか，という疑問が残

されている。多くの公的扶助受給者は，アク

ティベーションに参加することの意味や目的

を理解していないので，動機付けされないし

（Larsen,2005,p.144），ソーシャルワーカーは

そのような動機付けされないクライアントとの

接触から，彼らをアクティベーションによって

救済することの困難さを実感していることは

（Larsen,2002,p.65），すでに分かっていること

である。そのような事実を考慮すれば，就労に

よる社会統合に固執する正当性や合理性は一体

どこにあるのだろうか。もはやこのカテゴリー

の人たちに対して，アクティベーションが効果

的であるかどうかは最初からさほど問題ではな

いと国家は考えており，むしろアクティベーシ

ョンに参加する積極的な意思や意欲を政府に示

すことそのものが，クライアントにとって重要

であるかのようでさえある。つまり，この不可

解な部分には，アクティベーションが財政的困

難のために，たんなる社会的支出を抑制する技

術的な手段として登場したのではなく，変化す

る社会のなかで新しい統治の機能を期待されて

登場してきたという側面を分析する必要性が潜

んでいるように思われる。そのうえで，アクテ

ィベーションが含む根本的な問題点を指摘し，

それを克服できる道を模索することが今後の研

究に残された課題である。

おわりに

以上，ここまでの先行研究の整理をまとめる

と，アクティベーションを肯定的に評価する研

究は，給付の削減やアクセスの制限ではなく，
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職業訓練・教育を重視した雇用能力の拡大に目

的があるので，アクティベーションは参加者の

エンパワーメントであり，行動計画のなかでは

プログラムに参加者自身の意思を反映させるこ

とができると評価する。また，手厚い社会保護

が失業給付受給者の周辺化防止に貢献すると評

価する。一方で，アクティベーションを批判す

る研究は，一連の改革における給付期間の短

縮，アクセスの制限を社会権の脆弱化であると

批判し，強制的な参加と制裁の導入を規律や管

理であると批判する。また，公的扶助受給者に

対するアクティベーションの効果の低さと強制

的側面の強さを批判する。

先行研究の到達点としては，失業保険加入者

に対して効果はあるが，公的扶助請求者にとっ

ては効果が控えめである，ということだった。

また，プログラムの実施はクライアントとの合

意が原則とされていながらも，クライアントの

ニーズとソーシャルワーカーが提供するプログ

ラムとの間には，ミスマッチが生じていること

も指摘された。とくに公的扶助請求者に対して

この傾向が強いことが指摘されている。しか

し，未だに不明な点として，アクティベーショ

ンの実行プロセスの理解が不十分なので，その

ような齟齬の原因や効果が低い要因が十分に説

明されていない。最後に，公的扶助請求者にと

って効果が低いと実証されていながらも，デン

マークが彼らを労働市場への統合に執拗に拘る

理由も現段階では説明されていない。今後はこ

れらの残された課題に焦点を当てることが，ア

クティベーションの本質的な機能の理解に貢献

すると考えられる。

注
１） スウェーデンは，同一労働同一賃金の原則に

よる連帯的賃金政策の実施と，それによって生
じる低生産セクターのコスト増加による倒産の
問題を，生産性の低い部門の労働者に職業訓練
を提供し，高生産セクターへ移動させること
で，インフレを抑制しながら平等と経済競争力
の維持を達成した（参照：宮本，１９９９）。

２） 「デンマークは，スウェーデン，フィンラン
ドやベルギーとともに，ゲント制度，すなわ
ち，労働組合が管理し政府の補助金を受ける，
自発的な失業保険制度を維持している」（アン
ダーセン，２００５，１７４頁）。

３） 現実問題として，新しく失業給付受給資格を
与えることを意図された長期失業者たちは，労
働市場の要求水準に達していなかった（Lind
&Møller,2006,p.7）。

４） １９７８年に，６０歳から６６歳までの人たちは，通
常の退職年齢６７歳に達するまでに労働市場から
退出することを許可した。退職後２年半は失業
給付に相当する週２６９０クローネ，残りの期間は
週２２０５クローネを受給できた。ただし，この制
度を利用する資格として，最低でも２０年間は失
業保険基金に加入していなければならない
（Jensen,1999,p.3）。

５） または，イェンセンによれば失業して３ヶ月
後（Jensen,1999,p.6）。

６） 労働市場政策の分権化は，各地域の労働市場
が抱える固有のニーズや需要に配慮して実施さ
れた改革であり，アクティベーションにとって
ガバナンスの観点から重要だと思われるが，本
稿の主旨からはやや外れるので稿を改めて説明
したい。

７） 日本の市町村レベルに該当する基礎自治体。
２００４年に改革を行い，２７１あったコムーネは
２００７年１月１日現在で，９８に再編された。さら
にコムーネの上には５つの州（Region）が存在
する。

８） この１９９４年の改革は「コムーネ活性化法Lov
omkommunalaktivering」に基づいており，コ
ムーネは単に受動的な所得保障を支給するだけ
でなく，教育や職業訓練などを通じた積極的な
雇用支援を義務づけられた（田口，１９９９，２１０
頁）。
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９） その後２００１年に改正が行われ，１歳以上の子
どもをもつ親に対して，最低８週間から最長１３
週間の休暇の権利に変更された。１歳未満の子
どもをもつ親には，８週間から２６週間の休暇が
許された（Abrahamson& Oorschot,2003,
p.294）。

１０） このようなソーシャルワーカーによるクライ
アントの選別を「クリーミングcreaming」また
は「クリーミング・オフcreaming-off」という
が，デンマークに限らずノルウェーやその他の
欧米諸国において，積極的労働市場政策を採用
する国家には共通して観察される現象である
（cf.Handler,2004;Lorenzen&Dahl,2005）。

１１） このように齟齬が生じているという事実は，
２００８年２月２７日に実施したカタリーナ・トーレ
ンK.Thorén氏（ストックホルム在住のソーシ
ャルワーカーであり，シカゴ大学・ヴェクショ
ー大学博士後期課程院生）へのインタビュー，
および２００８年３月１４日に実施したピーター・エ
イブラハムソンP.Abrahamson教授（コペンハ
ーゲン大学社会学部）へのインタービューから
示唆を受けている。
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Abstract:TheEuropeanUnionhasmadeapointofthemeasuresthroughinclusioninlabour

marketasbattleagainstsocialexclusionsince1990s.Inthe1990s,Denmarkadoptedso-called

‘activation’thatthissocialpolicymeansactivelabourmarketpolicyandsucceededinhighly

reducingitsunemploymentrate.Thisachievementhasbeennotedasthe“Danishmiracle.”

However,somerecentresearcheshaverevealedthatactivationhashadlittleeffectforvulnerable

people.Theaimofthispaperistocontributetostudiesofactivation.

Inthispaper,firstly,itisexplainedthatanactivelabourmarketpolicyhasbeenpositionedasa

cornerstoneofrecentsocialpoliciesinEurope,relatedwithsocialexclusionandreconstitutionof

welfarestates.

Secondly,briefhistoryandinstitutionsregardingDanishactivationareintroduced.Thispartis

intwosections.Theformerreferstotheactivelabourmarketpolicyofthe1970sand80s.The

lattercoversasetofactivationreformsfrom 1990s.Thechangefrom passiveincome

redistributionpolicytoactivelabourmarketpolicyisfoundasawhole.

Finally,previousstudiesaboutactivationpolicyinDenmarkareassessed.Mostofthese

researchesareinternationalcomparativestudiesthatfocusonaspectsoftheformalinstitutionor

statisticalstudiesinDenmark.SomescholarsstatethatDanishactivationpreventsthe

unemployedfrom beingmarginalpeople.Ontheotherhand,someexperimentalstudies

demonstratethatthereislittleeffectofactivationforsocialassistanceclaimants.However,these

typesofresearcheshavenotclarifiedwhyactivationhasnotbeeneffectiveamongsuchsocially

excludedpeoplethosewhoincludelong-term unemployedandhavesocialandindividual

problems.Thenitisrepresentedthatanalysisoftheimplementationprocessofactivationpolicy

shouldbecarriedoutandthatthereasonwhyDenmarkpersistsinsocialinclusionbymeansof

labourmarketpolicyshouldbeexplainedasasubjectoffuturestudies.

Keywords:Denmark,activation,activelabourmarketpolicy,employability,socialinclusion

ThecurrentstatusandproblemsconcerningactivationpolicyinDenmark
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